
東京青果株式会社

47,172,988 7,573,062
26,215,708 5,041,468

現金及び預金 20,318,043 1,079,163
売 掛 金 5,309,812 1,288,282
買 付 商 品 129,172 1,648
前 払 費 用 204,603 904,964
短 期 貸 付 金 102,225 819,766
未 収 入 金 89,258 233,323
そ の 他 90,673 49,116
貸 倒 引 当 金 △ 28,081 242,370

73,994
273,834
75,004

20,957,279
有形固定資産 6,731,242 2,531,593
建 物 2,663,686 626,558
構 築 物 790,011 1,391,292
機械及び装置 382,411 473,259
車 両 運 搬 具 14,684 40,484
器 具 備 品 194,918
土 地 2,684,266
リ ー ス 資 産 1,263

39,599,925
38,415,275

無形固定資産 513,832 478,000
電 話 加 入 権 2,945 1,505
ソフトウェア 360,614 資 本 準 備 金 1,505
リ ー ス 資 産 16
ソフトウェア仮勘定 150,255  利 益 剰 余 金 37,935,770

 利 益 準 備 金 119,500
投資その他の資産 13,712,204  その他利益剰余金 37,816,270
投資有価証券 7,439,558 買換資産圧縮積立金 539,090
関係会社株式 3,569,338 収用等資産圧縮積立金 184,318
出 資 金 2,055,107      別途積立金別 途 積 立 金 34,108,550
長 期 貸 付 金 204,310 繰 越 利 益 剰 余 金 2,984,311
長期前払費用 91,934
繰延税金資産 63,519
そ の 他 319,419 1,184,650 )
貸 倒 引 当 金 △30,981 1,184,650

47,172,988 47,172,988
※記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

貸 借 対 照 表
（2025年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部
資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 流 動 負 債

受 託 販 売 未 払 金
買 掛 金
リ ー ス 債 務

固 定 資 産
固 定 負 債

長 期 預 り 保 証 金
退 職 給 付 引 当 金

未 払 金

役員退職慰労引当金
資 産 除 去 債 務

純 資 産 の 部
株 主 資 本

役 員 賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用
預 り 金
前 受 収 益
賞 与 引 当 金

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

 資    本    金
 資 本 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金
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東京青果株式会社

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

   （1）有価証券の評価基準及び評価方法は次の方法によっております。
        子会社及び関連会社株式…………… 総平均法に基づく原価法
        その他有価証券(市場価格のあるもの)…… 時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は総平均法により算定)
　　             　同　  　(市場価格のないもの)…… 総平均法に基づく原価法

    （2）たな卸資産（買付商品）の評価基準及び評価方法は先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
　　　　低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

    （3）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法は次の方法によっております。
         建物及び構築物  …………………定額法
         上記以外の有形固定資産  ………定率法
　　　　なお、耐用年数及び残存価額は、法人税法の定めと同一の基準によっております。

    （4）無形固定資産（リース資産を除く）の償却方法は定額法によっております。
         ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年）に基づき、残存価額を零とする定額法
　　　　 により償却しております。       

    （5）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、
　　　　 残存価額を零とする定額法を採用しております。

    （6）貸倒引当金は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率を勘案し
         た貸倒損失の将来発生見込率により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不
　     　能見込額を計上しております。

　　（7）賞与引当金は従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しており
　     　ます。

　　（8）役員賞与引当金は役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しており
         ます｡

    （9）退職給付引当金は、従業員に対する退職給付金の支給に備えるため、会社負担の一時金制度について、
         簡便法により当事業年度末における退職給付債務の見込額（自己都合により退職する場合の期末要支給
         額相当額）を計上しております。

 　（10）役員退職慰労引当金は役員に対する退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を
          計上しております｡

   （11）収益の計上基準
   　    市場内に集荷される青果物等の販売については、市場内で顧客に青果物等を引き渡した時点で、市場に
         集荷されない青果物等の販売については、生産者が顧客に青果物等を出荷した時点で、収益を認識して
         おります。なお、青果物等の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者
         が提供する青果物等と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識
         しております。

個 別 注 記 表
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東京青果株式会社2.重要な会計上の見積り
　繰延税金資産の回収可能性
（1）当事業年度の財務諸表に計上した金額 63,519千円
　　繰延税金負債と相殺前の金額は、 945,535千円 であります。

（2）財務諸表利用者の理解に資するその他の情報
    ①算出方法
      将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニングに基づき、繰延税金資産
　　　の回収可能性を判断し、スケジューリング可能な将来減算一時差異に対して繰延税金資産を計上しております。
　　　課税所得の見積りは経営計画を基礎としております。
　  ②主要な仮定
       課税所得の見積りの基礎となる経営計画における主要な仮定は、過年度販売実績に基づく予想販売数量及び
　　　予想販売単価であり、翌年度以降の当社の経営環境に著しい変化を見込んでおりません。
　　③翌事業年度の財務諸表に与える影響
　　   青果物市場取引は天候によって影響を受けるため、主要な仮定である過年度販売実績に基づく予想販売数量
　 　　及び予想販売単価は、見積りの不確実性が高く、経営計画の前提となっている販売数量や販売単価が大幅に
　　 　減少又は下落した場合は、繰延税金資産の取崩が発生する可能性があります。

3.貸借対照表等注記

     （1）関係会社に対する短期金銭債権         164,734千円
     （2）関係会社に対する長期金銭債権 249,760千円
     （3）関係会社に対する短期金銭債務 61,801千円
　　 （4）有形固定資産の減価償却累計額　　　 6,223,204千円
　 　（5）保証債務
　　　　　関係会社の銀行借入等に対する連帯保証 432,142千円
　　　　　大田市場事務棟空調設備共同利用団体の
           リース債務に対する連帯保証 153,533千円
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東京青果株式会社4.税効果会計に関する注記
　　 （1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　繰延税金資産
賞与引当金 83,847 千円
未払事業税 46,953
退職給付引当金 438,183
役員退職慰労引当金 149,124
その他有価証券評価差額金 30,732
貸倒引当金 17,281
ゴルフ会員権評価損 34,790
投資有価証券評価損 66,740
減損損失 614,314
関係会社株式評価損 221,747
その他 72,002
繰延税金資産小計 1,775,718
評価性引当額 △830,183
繰延税金資産合計 945,535

　　　　　繰延税金負債
買換資産圧縮積立金 △244,714
収用等資産圧縮積立金 △83,612
その他有価証券評価差額金 △552,338
その他 △1,351
繰延税金負債合計 △882,016
繰延税金資産の純額 63,519

　　 （2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
　　　　　原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6%
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2%
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.5%
賃上げ促進税制による税額控除 △1.0%
実効税率変更による影響額 △0.3%
評価性引当額増減 0.2%
その他 △0.6%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.6%
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東京青果株式会社5.関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

会社等の 議決権等の所有 取引金額 期末残高
名称 (被所有)割合 (千円) (千円)

　所有 資金の貸付 (※1) - 貸付金 249,800 
　直接　100.0％ 債務保証（※2） 422,748 － －

役員の兼任

取引条件及び取引条件の決定方針等
（※1）東一川崎中央青果（株）に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（※2）東一川崎中央青果（株）の銀行借入及び仕入債務に対する連帯保証であります。

6.1株当たり情報に関する注記
  （1）1株当たり純資産額 4,142円25銭
  （2）1株当たり当期純利益金額 306円03銭

7.当期純利益 2,925,676 千円

科　　目

子会社
東 一 川 崎
中 央 青 果 ㈱

資金の貸付
債務保証

種類 関連当事者との関係 取引の内容
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